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国民健康保険事業特別会計歳入歳出予算の概要

平成22年度国民健康保険事業特別会計歳入歳出予算の総額は、36億5,000万円で前年

度の35億1,700万円に比べて１億3,300万円の増となり、伸率は3.8％となっています。

予算編成にあたっては、国庫支出金及びその他の収入は、過大とならないよう積算す

るとともに 支出額に見合う適正な負担 原則に基づき保険税を公正に賦課徴収するるとともに、支出額に見合う適正な負担の原則に基づき保険税を公正に賦課徴収するこ

とを主眼とした国民健康保険事業制度に則した計上を行っています。

歳入については、国民健康保険税の医療給付費分として６億3,157万円、後期高齢者

支援金分２億1,215万円、介護納付金分として6,799万円、合計９億1,171万円で前年度

と比べ534万円の増（対前年度伸率0.6％増）となっています。国庫支出金は、６億

1,776万円で3,531万円の増（同6.1％増）、県支出金は、１億3,015万円で184万円の減

（同1 4％減） 療養給付費交付金は １億3 608万円で8 193万円の減（同37 6％減）（同1.4％減）、療養給付費交付金は、１億3,608万円で8,193万円の減（同37.6％減）、

前期高齢者交付金は、８億9,667万円で52万円の減（同0.1％減）、共同事業交付金は、

４億1,563万円で5,703万円の増（同15.9％増）となり、国庫支出金・県支出金・療養給

付費交付金・前期高齢者交付金・共同事業交付金を加えた歳入構成割合は、60.2％と

なっています。

また、繰入金については５億3,185万円を計上しています。

歳出については 保険給付費は25億5 163万円で前年度に比べ１億223万円の増（同歳出については、保険給付費は25億5,163万円で前年度に比べ１億223万円の増（同

4.2％増）、後期高齢者支援金等は４億3,693万円で72万円の増（同0.2％増）、老人保

健拠出金は983万円で８万円の減（同0.8％減）、介護納付金は１億6,300万円で75万円

の減（同0.5％減）、また、共同事業拠出金は４億1,563万円で5,687万円の増（同

15.9％増）となり、保険給付費・後期高齢者支援金等・老人保健拠出金・介護納付金・

共同事業拠出金で歳出の98.0％を占めています。
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○ 最近年度予算額

国民健康保険事業特別会計
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○　最近年度予算額

平成21年度 3 517 000 119 7 5 5％

平成19年度 3,324,000 113.1 13.1％

平成20年度 3,335,000 113.5 0.3％

（単位：千円）

年 度 歳入歳出予算額 平成18年度を100とした指数 対前年度伸率

平成18年度 2,938,000 100.0 4.0％

○　歳入歳出予算前年度対比表

（歳入） （単位：千円　％）

対 前 年
度予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 伸 率

款 別
平 成 22 年 度 平 成 21 年 度

平成21年度 3,517,000 119.7 5.5％

比 較 増 減

平成22年度 3,650,000 124.2 3.8％

１. 国 民 健 康 保 険 税 911,711 25.0 906,372 25.8 5,339 0.6

２. 使用料及び手数料 1 0.0 1 0.0 0 0.0

３. 国 庫 支 出 金 617,761 16.9 582,445 16.6 35,316 6.1

４. 療養給付費交付金 136,077 3.7 218,009 6.2 △ 81,932 △ 37.6

５. 前期高齢者交付金 896,671 24.6 897,190 25.5 △ 519 △ 0.1

６. 県 支 出 金 130,147 3.6 131,992 3.8 △ 1,845 △ 1.4

７. 共 同 事 業 交 付 金 415,627 11.4 358,600 10.2 57,027 15.9

８. 財 産 収 入 50 0.0 1 0.0 49 4,900.0

９. 繰 入 金 531,846 14.6 412,380 11.7 119,466 29.0

10. 繰 越 金 10,000 0.3 10,000 0.3 0 0.0

11. 諸 収 入 109 0.0 10 0.0 99 990.0

3,650,000 100.0 3,517,000 100.0 133,000 3.8

が が

歳 入 合 計

※構成比は端数処理の結果、計が符合しない場合があります。

（歳出） （単位：千円　％）

対 前 年
度予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 伸 率

１. 総 務 費 38,135 1.0 62,527 1.8 △ 24,392 △ 39.0

２. 保 険 給 付 費 2,551,625 69.9 2,449,401 69.6 102,224 4.2

３ 後期高齢者支援金等 436 933 12 0 436 207 12 4 726 0 2

比 較 増 減款 別
平 成 22 年 度 平 成 21 年 度

３. 後期高齢者支援金等 436,933 12.0 436,207 12.4 726 0.2

４. 前期高齢者支援金等 1,243 0.0 1,395 0.0 △ 152 △ 10.9

５. 老 人 保 健 拠 出 金 9,825 0.3 9,907 0.3 △ 82 △ 0.8

６. 介 護 納 付 金 163,002 4.5 163,751 4.7 △ 749 △ 0.5

７. 共 同 事 業 拠 出 金 415,633 11.4 358,758 10.2 56,875 15.9

８. 保 健 事 業 費 29,166 0.8 31,841 0.9 △ 2,675 △ 8.4

９ 基 金 積 立 金 50 0 0 1 0 0 49 4 900 0９. 基 金 積 立 金 50 0.0 1 0.0 49 4,900.0

10. 公 債 費 1 0.0 1 0.0 0 0.0

11. 諸 支 出 金 2,387 0.1 1,211 0.0 1,176 97.1

12. 予 備 費 2,000 0.1 2,000 0.1 0 0.0

3,650,000 100.0 3,517,000 100.0 133,000 3.8

※構成比は端数処理の結果、計が符合しない場合があります。

歳 出 合 計
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歳入 歳出

国 民 健 康 保 険 税 911 711 総 務 費 38 135
歳入の内訳

総務費共同事業
歳出の内訳
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国 民 健 康 保 険 税 911,711 総 務 費 38,135

国 庫 支 出 金 617,761 保 険 給 付 費 2,551,625

療養給付費交付金 136,077 後 期 高 齢 者
支 援 金 等

436,933

前期高齢者交付金 896,671 老 人 保 健 拠
出 金

9,825

共 同 事 業 交 付 金 415,627 介 護 納 付 金 163,002

繰 入 金 531,846 共 同 事 業 拠
出 金

415,633

繰 越 金 10 000 そ の 他 34 847

国民健康

保険税

25.0%共同事業

交付金

繰入金

14.6%

繰越金

0.3% その他

3.6%

総務費

1.0%

老人保健

拠出金

0.3%

介護納付

金

4.5%

共同事業

拠出金

11.4%

その他

1.0%

繰 越 金 10,000 そ の 他 34,847

そ の 他 130,307 3,650,000

3,650,000
国庫支出

金

16.9%療養給付

費交付金

3.7%

前期高齢

者交付金

24 6%

交付金

11.4%
保険給付

費

69.9%

後期高齢

者支援金

等

12.0%

※構成比は端数処理の結果、計が符合しない場合があります。

24.6%
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保険税及び給付費の推移

－19－

①人

13,288

年度

被　保　険　者　数

世　帯　数 一般被保険者 退職被保険者等 老健対象者 総　　　　　数

戸

3,028

②人 ③人

3,277

④人（①+②+③）

18 7,045 7,059 2,695 3,534

13,51319 7,325 7,208

10,250

－

年度

医　療　給　付　費　分　現　年　課　税　分　調　定　見　込　額

一般被保険者及び老健対象者
退職被保険者等 総　　　　　額

20 5,600 7,000 3,100 － 10,100

10,300

21 5,760 9,700

22 5,800 9,700 600

－550

前年度伸率
（老健対象者H19まで含む ）

3.4

△ 36.0

△ 0.0

⑥千円

△ 0.2

（老健対象者H19まで含む。）

⑤千円 ⑦千円（⑤+⑥） ％

19 752,788 247,871 1,000,659

18 739,989 228,100 968,089

21 602,135 38,482 640,617

20 425,585 215,276 640,861

総　　　　額 前年度伸率年度

給付費（出産育児一時金､葬祭費､審査支払手数料は除く）

一般被保険者 退職被保険者等 小　　　　計

老人保健医療費

後期高齢者支援金を

0.6644,193

, , ,

22 600,953 43,240

拠出金(平成20年度から

⑧ 千円 ⑨ 千円 ⑪ 千円

6.7904,019 2,131,615 614,571 2,746,18619

⑫千円（⑩+⑪）

2,574,658 4.7

⑩千円（⑧+⑨） 含む。） ％

633,442

1,227,596

18 1,156,919 784,297 1,941,216

△ 0.5

21 2,181,000 241,450 2,422,450 446,020 2,868,470 5.0

20 2,035,230

22 2 371 835 154 540 2 526 375

455,170 2,731,738241,338 2,276,568

446 665 2 973 040 3 6

円 円円

全被保険者
対象者（老健対象者H19

円 　まで含む。）

退職被保険者等

22 2,371,835 154,540 2,526,375 446,665 2,973,040 3.6

年度

医　　療　　給　　付　　費　　分　　保　　険　　税

一　　　　人　　　　当　　　　り

１　世　帯　当　り
一般被保険者及び老健

84,638

81,860

円

72,854

74,052

円

62,543

円

61,954 72,067

63,452

62,499

18 137,415

19 136,609

69,856

71,797

円 含 。）

22 111,068

69,967

20 114,439 60,798 69,444

21 111,218 62,076
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給　　　　　付　　　　　費 保険税の医
療費に対す人 当 り
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23.46

187,541 36.44

円 ⑦÷⑫％

－

円

179,242 193,758 37.60

療費に対す
る割合

203,859

270,469

一 　　　人 　　　当 　　　り

老健対象者 全被保険者一般被保険者

円 円 円

１世帯当り 退職被保険者等年度

19 372,819 173,023 291,713

18 365,459 163,893 291,019

20 487,810 290,747 77,851

－

23.46

22.33

270,469

279,85121 497,998 224,845 439,000

20 487,810 290,747 77,851

－ 288,645 21.67

後期高齢者支援金国保税課税分

22 512,593 244,519 257,567

年度

後期高齢者支援金課税被保険者 後期高齢者支援金現年課税分調定見込額

一般被保険者退職被保険者 総 数 一般被保険者 退職被保険者等 総 額

600 10,300 209,407 15,632 225,03922 9,700

⑱ 千円（⑯ +⑰）

143,329 78,038

⑰　千円

年度 一般被保険者退職被保険者 総　　　数 一般被保険者 退職被保険者等 総　　　額

⑬人

3,100 10,100

 等 ⑭人 ⑮人（⑬＋⑭） ⑯　千円

221,367

21 9,700 550 10,250 209,468 14,317 223,785

20 7,000

年度
後期高齢者支援金課税対象者一人当たり

介護納付金国保税課税分

21,84822 21,588 26,053

年度
後期高齢者支援金課税対象者 人当たり

一般被保険者 円 退職被保険者等 円 全被保険者 円

21 21,595 26,031 21,833

20 20,476 25,174 21,918

総　　　額

介護納付金国保税課税分

4,030 58,560

23　千円22　千円 24 千円（ 22 +　23）21人（⑲＋⑳）

退職被保険者等年度

介護納付金課税被保険者 介護納付金現年課税分調定見込額

一般被保険者退職被保険者 総　　　数 一般被保険者

⑲人  等 ⑳人

59,657 17,979 77,636

73,603

18 2,989 1,145 4,134

15,04319 2,968 1,062

60,158 10,831 70,98922 3,100 580

, ,

3,680

,,

74,170

,

20 2,900 980 3,880

,

21 3,300 520 3,820

59,135 15,035

60,788 9,260 70,048

年度
介護納付金課税対象者一人当たり

一般被保険者 円 退職被保険者等 円 全被保険者 円

22 19,406 18,674 19,290

19 19,730 14,165 18,264

18 19,959 15,702 18,780

21 18,421 17,808 18,337

20 20,391 15,342 19,116
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内　容 増減額（千円） 増減要因


個人町民税 △ 78,000 個人所得の減


法人町民税 △ 64,300 業績不振による減


固定資産税 43,000 家屋課税分による増


4 配当割交付金 配当割交付金 △ 26,500 景気低迷による投資の減


5 株式等譲渡所得割交付金 株式等譲渡所得割交付金 △ 18,000 景気低迷による投資の減


8 自動車取得税交付金 自動車取得税交付金 △ 14,000 景気低迷及び税制改正による減


地方特例交付金 25,400 子ども手当特例交付金の増


特別交付金 △ 24,000 制度廃止による減


10 地方交付税 普通交付税 60,000 国の施策による増


児童手当負担金 △ 87,215 制度改正による減


子ども手当負担金 391,388 制度改正による増


まちづくり交付金 △ 6,000 対象事業費の減


狭あい道路整備等促進事業補助金 9,500 狭あい道路整備事業


地震補強等補助金 △ 35,000 （Ｈ21国府中学校改修事業）


児童手当負担金 △ 50,115 制度改正による減


子ども手当負担金 60,646 制度改正による増


緊急雇用創出事業臨時特例基金市町村補助金 40,281


ふるさと雇用再生特別基金市町村補助金 26,880


市町村振興補助金 20,700 ごみ処理広域化事業


衆議院議員総選挙及び国民審査委託金  △ 12,923 （Ｈ21事業）


参議院議員通常選挙費委託金 10,425


県知事・県議会議員選挙費委託金 6,072


国勢調査費交付金 13,390


16 財産収入 町有地売払収入 △ 392,000 町有地売却の減


児童福祉費寄附金 △ 100,000 （Ｈ21篤志家による寄附）


旧吉田茂邸再建基金寄附金 45,000


18 繰入金 財政調整基金繰入金  △ 16,000 財源調整


市町村振興協会市町村交付金 △ 21,825 交付額の減


町有建物損失補償金 △ 34,600 （H21月京幼稚園施設整備事業）


平塚大磯ブロックごみ処理広域化分担金 52,852


ごみ処理広域化事業債 64,000 新規事業


臨時財政対策債 288,000


国府中学校改修事業債 △ 80,000 （Ｈ21事業）


20 諸収入


21 町   債


17 寄附金


９ 地方特例交付金


14 国庫支出金


歳入の主な増減要因


款　別


1 町   税


15 県支出金


－5－







